
















































































































る。まず、様式と機能のズレに特徴がある中世文書を、利用する人の動きに注目する。そして、訴訟と紛争解決の構造と特質を解明する。②上位権力の裁判と当事者間の紛争解決とを、連関させる視点を持つ 文書機能論を通じて、権門裁判を中心として中世 裁許者の当事者的性格を論ずる。③武家法・幕府法を中心に構想されてきた日本法制史の見直しを行う。武家法発達史に偏りがちであった従来の鎌倉幕府研究を、院政期を中心 して論ずる。そして、 鎌倉幕府 位置づけを再検討 こ を課題とする。このように本書では、文書機能論・訴訟研究の観点 基づいた古代・中世の移行期の研 三部構成で展開　
第一章では、牒と御教書との系譜的関係を探り、古代
～中世文書へ 展開を論じた。八・九世紀における牒は、一一世紀以降の奉書・御教 と同 機能 担っていた。奉書様式をとる は牒を基 としながらも、奈良期には様式が一定しなかった。延暦二三年 格により 家牒の文書様式は「三位以上」という基準を設けられ、中世の奉書・御教書の認識の淵源になっ と考える。一方 文書を反映した形で、奉書様式ではなくとも「御教書」 「院宣」と呼称された用例も存在する。つまるところ、文書の機能や、同時代の認識を考える際には、そ 様式論的定義よりも、 「御教書」という呼称に注目すべきポイントがある
指摘する。古代文書の個人の牒は、残存史料の下限がおよそ九世紀後半である。一方、院宮王臣家の下達文書としての告書の初見は九世紀中葉、御教書も一〇世紀中葉にまでしか遡らない。このことから、九世紀末から一〇世紀前半にかけて、牒から御教書へ転換したと推測する。そして、中世文書の文書体系の始まりを九世紀に求めた。　
第二章では、一一～一二世紀における国司庁宣との関係
を中心にした院庁下文の機能を、三類型に分けることで、院権力の初段階を検討している。Ａ型は、院庁下文を施行するために国司庁宣が発給されるというものである。在庁官人宛の院庁下文は、一〇世紀の国衙宛「家牒」系譜書である院庁牒の機能を引き継いでい 院政期 院権力が国衙を組み込んで、立荘など諸国支配を勧めたこと 反映している。Ｂ型は、国司庁宣の施行を在庁官人等に命ずる形式の院庁下文である。院権力 よる 司庁宣発給過程への関与は、鳥羽院政期には明確 院 用 る。後白河院政期には、 訴訟当事者から院宣による国司 宣を獲得後、さらに「国司庁宣の安堵状としての院庁下文」 求めらるようになる。保元新制において前代の 庁下文が荘園領有の公験として認められたことで、国司庁 より 庁下文が実際の公験として残される。Ｃ型は、国司 宣と 無関係に発給される院庁下文である。後白河院政期には 堺相
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論の裁定など国土高権に関わる機能を、太政官裁判に代わって果たすようになる。内乱期、武士狼藉の停止を命ずる院庁下文が発給されるが、鎌倉幕府権力の諸国国衙在庁進退権が成立し ことで、発給されなくなる。そして、在庁官人宛の院庁下文に注目す と Ｂ型、Ｃ型の手続きのものが保元の乱後、登場し、ともに院権力の諸国支配に関わる機能を果たしていたと指摘する。　
第三章では、院政期の権門裁判について、訴訟当事者の
観点から、訴人以外の発給文書である挙状の機能論的分析を通して実態に迫った。院政期には、本所裁判権を有さいような問題でも、沙汰を寄せられ 権門の がれる。実際に在地の訴状を受けて、まず挙状を発給 のは、中・下貴族である預所クラスである。彼等は階層的は、権門につらなっ 都鄙間を結び、在地の相論に口入した存在である。実際の仲介者・口入人である「預所の挙状」を媒介に 下からの要請 応じて 本所の権威を仰ぐかたちで、 「本所の挙状」は選択的に求められた。鳥羽 政期末期～後白河院政期には権門の口入 より 在地の紛争がむしろ激化していった。そのため、預所など中間的なクラスから在地の寄沙汰を自制・抑制する成文法制定の動きがおき、それは本願起請のか ちをとって行われた。こうした本所の「御起請」を預所や大衆が奉ずるというかたちで、
鳥羽院政期・後白河院政期に本所法は生成する。このような本所法の中から鎌倉幕府法に結実する高度な訴訟法が生まれたと論じている。　
第四章では、権門裁判における裁許状の機能を、紛争解
決にみら る当事者的性格に注目することで明らかにしている。紛争解決において、去文・安堵状の機能を果たしていた文書も、様式上は、裁許状として理解されてきた。一見して裁許状にみえる様式の文書であっても、機能 注目すれば、去 として理解できる。このような様式と機能のズレに注目すると、本所・権門は第三者などではなく、当事者的性格をもって、裁許者として引き込まれていたこがわかる。まず、本所・本主（権門）が 人の権益を放棄する去文としての機能を持つ 状がある。相論相手の権威を主張する上位権力から、去文としての下文を得るこが、当事者間交渉において重要な切り札となっ いた。逆に、本所・本主（権門）が自分の関係者の権利を保護する安堵状としての機能を持つ 「裁許状」 もあった。 すなわち 「権門裁判」とは、自身の権益の擁護ないし放棄 把握き、権門の判断を示 「裁許状」は、去文あ いは安堵状として機能する。政 下文成立以前の一〇世紀の告 また、一一世紀の政所下文と同様、去文や安堵状とし の機能を果た いた。権門・本所の裁許は、第三者ではなく






を検討することで、鎌倉幕府裁許状の成立過程を明らかにしている。明法勘文は、訴訟当事者に客観的な判断を供給するものであったが、当事者によって保管・利用されるという点では、裁許状の機能に似ている。裁許状と比較すると、訴訟当事者による合意形成・ 組み込まれ両当事者の主張を踏まえた理非判断に関わる文書とし 、裁許状 補完的に機能してい 。裁許状の方は上位権力判断を示す文書という、本来の性格が顕著であり、理非判断というより、むしろ安堵状 近い すらもつ。一方、院政期の記録所勘状もまた、訴訟当事者に見せられ、交渉・合意形成に利用されていた。裁許と理非判断とが相互に自立しつつあった。だが鎌倉前期には審理段階で 訴訟者による介入が続き、しばしば混乱を引き起こし このような状況下、鎌倉前期の幕府で 、公家政権の記録所状をモデルとした問注所勘状が、 主義的に利用されていた。しかし、嘉禄元年 評定衆設置後は勘状引用型裁許状は姿を消し、勘状の機能を文面に吸収 た典型的な鎌倉幕府裁許状が成 た。勘状 裁許状は 実上一体化して、 勘状の作成・利用に当事者の関与する余地はなくなっ
た。こうした幕府の訴訟改革の影響が、九条道家期・後嵯峨院政期の公家訴訟に及ぶと、鎌倉中・後期には幕府をモデルとして、公家訴訟が整備されていったと論じている。　
第六章では、鎌倉幕府訴訟で利用された起請文の機能を













訟当事者 《下から》の視点を重視された点である。院政期の紛争解決におけ 権門裁判の役割は、当事者の求めに応じること った。そして、関係機関に口利きをする役割を果たしていたことを、明 かにしてい 。また、政所下文は、紛争当事者の権利を破棄する「去文」や、権利保護を目的とする「安堵状」 して機 していたことを指摘する。在地社会側からみるこ により、院政期の紛争解決において、上位権力が裁判で果たしていた機能を、捉






訴訟を、院政期の社会か 注目し、捉え直した点があげられる。裁判における勘文と起請文については、院政期以来利用され、鎌倉幕府訴訟との関連において、発達 文書であることを指摘する。理非と起請を中心とする武家法による裁許が、公家法とは異なるようになっ のは 院政期の本所法からの影響であった、という指摘は重要であ と思われる。　
以上のような重要な成果を確認しつつも 今後の議論の
深化が望ま 論点を記しておきたい。一点目は、 著者は、在地社会における紛争の原因について 如何なる位相を想定していたのか。紛争の原因の一つに山野の開発があげられるが、在地で生活す 人々と、本所・権門 の間に、領域認識のズレが生じていた可能性があるのではな だろうか。山野利用一つとっても、領主は立木、在地は下草という棲み分けがあった。また、伐木や、田畠開発によっても在地と本所・権門との間では、利害関係の生じる領域 異なってくると考える。それ 、在地におけ 《縁》 選定に影響を及ぼしていたのか 気になる点ではあ 。　
二点目は、中世を通して、本所・権門裁判の位置付けを、
如何に荘園制の問題とリンクさせて捉えていくのか。中世
荘園制社会は、 一一世紀後半から一二世紀にかけて成立し、鎌倉末・南北朝期に再編成され、一五世紀末から解体していくという理解が知られている。しかし、本書において、荘園制が再編成されていく、鎌倉末期以降についての言及はみられない。今後、著者の本所・権門裁判に関する研究成果を踏まえた上で、そ を如何に中 後 社会 繋げいくのかが重要になってくる。中世全体を通して考察していくことで、 ならびに本所・権門の存在を考える糸口になると思われる。　
中世後期の権門裁判の事例で考えてみると、近江国菅浦















基づく史学史研究の試み―」 （ 『歴史評論』七三二、 二〇一一年）
。（本学大学院文学研究科史学専攻博士課程後期課程）
